
○雲仙ブランド販売促進事業補助金交付要綱 

平成２２年４月１日 

告示第６５号 

改正 平成２３年３月２８日告示第３７号 

平成２４年３月１日告示第１４号 

平成２５年３月１日告示第８号 

平成２６年３月３日告示第１０号 

平成２８年５月２７日告示第７５号 

平成３０年３月２９日告示第２１号 

平成３１年３月２８日告示第２３号 

令和２年４月２１日告示第１０１号 

 

（趣旨） 

第１条 市は、雲仙ブランド認定要綱（平成１９年雲仙市告示第２号）第２条の認定を受

けた商品（以下「雲仙ブランド認定品」という。）を県内外の消費者に対して販売及び

PRし、雲仙ブランド認定品の認知度を高め有利販売に繋げる事業に対して、予算の範囲

内において雲仙ブランド販売促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するも

のとし、その交付については、雲仙市補助金等交付規則（平成１７年雲仙市規則第４２

号。以下「規則」という。）及びこの告示に定めるところによる。 

（実施期間） 

第２条 補助事業の実施期間は、令和２年度末までとする。 

（補助の対象及び補助率等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業の種類、事業種目、採択要件及び対象経費並びに

補助率等は、別表のとおりとする。 

（補助金の交付制限） 

第３条の２ 補助金の交付を申請しようとする者(以下「申請者」という。)に雲仙市税(国

保税含む。以下同じ。)の滞納がある場合又は転入直後(法人の場合は市内に設立又は設

置直後)で雲仙市税が課税されていない申請者に前住所地(法人の場合は本社等の所在

地)の市区町村税(国保税含む。以下同じ。)の滞納がある場合は、雲仙市補助金等交付制

限取扱指針に基づき補助金の交付を制限する。 

（補助金交付の申請） 

第４条 申請者は、規則第３条の申請書を、市長が定める期日までに、市長に提出しなけ

ればならない。この場合において、同条第１号及び第２号に規定する書類の様式は、次

のとおりとする。 

（１） 事業計画書（様式第１号） 

（２） 収支予算書（様式第２号） 

２ 規則第３条第４号に規定する書類として添付する書類は、次のとおりとする。 

（１） 見積書 

（２） 雲仙ブランド販売促進事業補助金算出明細書（様式第３号） 

（３） 申請者に係る雲仙市税の滞納がない証明書(転入直後(法人の場合は、市内に設



立又は設置直後)の申請者の場合は、前住所地(法人の場合は、本社等の所在地)の市区

町村税の滞納がない証明書) 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助の条件及び関係書類の整備） 

第５条 補助事業者は、規則第４条第２項及び規則第１６条の規定により、この補助金に

係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、これを該当事業の完了し

た年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（申請の取下げのできる期間） 

第６条 補助金の交付決定の通知を受けた場合において、補助金申請者が申請の取り下げ

のできる期間は、当該通知を受けた日から１０日以内とする。 

(計画変更の申請等) 

第７条 規則第６条第１項ただし書の軽微な変更は、次のとおりとする。 

(1) 補助金額の減額で、当初交付決定額の2割を超えない減額(２割を超える減額かつ５

万円以内の減額を含む。) 

(2) 事業の実施時期の変更(事業期間の延長を除く。) 

(3) 当初の事業目的、規模、効果等を損なわない内容の一部の変更 

（実績報告） 

第８条 規則第９条の実績報告書の提出期限は、事業の完了した日から３０日を経過する

日又は当該事業の完了した日の属する会計年度の３月３１日のいずれか早い日までとす

る。この場合において、同条第１号及び第２号に規定する書類の様式は、次のとおりと

する。 

（１） 事業実績書（様式第１号） 

（２） 収支精算書（様式第２号） 

２ 規則第９条第３号に規定する書類として添付する書類は、次のとおりとする。 

（１） 領収書 

（２） 写真 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第９条 この補助金は、精算払の方法で交付する。 

（見直し） 

第１０条 この告示は、その運用状況、実施効果等を勘案し、施行の日から２年以内ごと

に見直しを行うものとする。 

（その他） 

第１１条 この告示の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２８日告示第３７号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月１日告示第１４号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 



附 則（平成２５年３月１日告示第８号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３日告示第１０号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年５月２７日告示第７５号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２９日告示第２１号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２８日告示第２３号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年４月２１日告示第１０１号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

 

別表（第３条、第７条関係） 

事業の種類 事業種目 採択要件及び対象経費 補助率等 

雲仙ブラン 

ド認定者支 

援事業 

雲仙ブランド 

認定品販売促 

進対策事業 

○採択要件 

・雲仙ブランド認定品の販売及びPRを行うこ

と。 

○対象経費 

・交通費：公共交通機関料金、フェリー料金

及び駐車場料金(原則として、最も経済的

な通常の経路及び方法により計算したも

の) 

・借上料：什器等借上げ料 

・宿泊費：1泊につき、国内上限1万円、国外

上限2万円 

・雑費：印刷製本費、販売補助員(1名1日につ

き、上限1万5千円)、商談会等出展料、そ

の他販売促進に要する費用 

・飲食費は、補助対象としない。 

・印刷物等については、新たなものに限る。 

(部数は、最低ロット又は必要部数) 

当該事業に要する経 

費の2分の1以内 

補助金限度額 

1団体につき年間30 

万円以内 

雲仙ブランド 

認定品成分分 

析等事業 

○採択要件 

・雲仙ブランド認定品の成分検査等を行うこ

と。 

○対象経費 

・残留農薬分析検査の経費 

・放射性物質検査の経費 

当該事業に要する経 

費の3分の1以内 

補助金限度額 

1団体につき年間10 

万円以内 



・食品成分検査(食味検査)の経費 

・貝毒検査の経費 

・継続した同種の検査については、認定期間

中1回に限る。 

雲仙ブランド 

認定品デザイ 

ン及び改良事 

業 

○採択要件 

・雲仙ブランド認定品の商品改良等を行うこ

と。 

○対象経費 

・デザインの改良に要した経費 

・商品の改良に要した経費 

・社内研修等の講師謝金、交通費、及び宿泊

費 

・外部研修の受講料、交通費及び宿泊費 

・コンサルタント料並びにコンサルタントの

交通費及び宿泊費 

当該事業に要する経 

費の2分の1以内 

補助金限度額 

1団体につき年間100 

万円以内 

雲仙ブランド 

認定品行政機 

関等への申請 

事業 

○採択要件 

・雲仙ブランド認定品の行政機関等への許可

申請等を行うこと。 

○対象経費 

・行政機関等への許可申請等に要した経費 

・特許権、意匠権又は商標権の出願に係る経

費については出願料、登録料、電子化手数

料及び弁理士に対する報酬 

当該事業に要する経 

費の2分の1以内 

補助金限度額 

1団体につき年間30 

万円以内 

雲仙ブラン 

ド活用者支 

援事業 

雲仙ブランド 

認定品販路拡 

大及びPR事業 

○採択要件 

・雲仙ブランド認定品を活用し、PRすること。 

○対象経費 

・印刷製本費、広告宣伝費その他PRに要する

費用 

当該事業に要する経 

費の2分の1以内 

補助金限度額 

1団体につき年間30 

万円以内 

備考 当該事業に要する経費に係る消費税及び地方消費税は、補助金の対象としない。 

 

 

 

 


